
コーポレート・ガバナンス

　当社は、社会の基盤づくりを担う責任ある企業と

して、すべてのステークホルダーに配慮した経営を

行うとともに、当社グループの持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上を図るため、継続的なコーポ

レート・ガバナンスの強化に努めることを基本方針

としています。当社は、この基本方針のもと、経営

の監督と執行の分離や社外取締役の招へいによる

経営監督機能の強化に取り組むなど、経営システム

の革新に努め、中長期的に安定した成長を続けるた

めに多様性と調和を重視した透明性のある「日本的

グローバル経営」の構築に取り組んでいます。また、

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的

な枠組みおよび考え方を「三菱重工コーポレート・ 

ガバナンス・ガイドライン」として取り纏め、当社

ウェブサイトにおいて公開しています。

▶ �https://www.mhi.com/jp/finance/management/
governance/pdf/corporate_governance.pdf

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

▶ コーポレート・ガバナンス改革の歴史
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

企業統治

●    執行役員制度の導入 ●  チーフ・オフィサー制度の導入

●   内部監査室を設置 ●  監査等委員会設置会
社への移行

●  役員指名・報酬諮問会議を 
取締役会の諮問機関に変更

●  役員指名・報酬諮問会議を設置

●  取締役会の実効性評価を開始

●  独立社外取締役による会合を開始

取締役

●  社外取締役を1名増員（1名→2名） ●  取締役数のスリム化 
（19名→12名 )

●  相談役・特別顧問制度を廃止
（2021年事業計画期間までの
移行措置を含む）

●  社外監査役を1名増員 (2名→3名 ) ●   社外取締役比率の上昇
（15%→25%）

●  社外取締役を1名増員
（5名→6名）

●  取締役数のスリム化（28名→17名） ●  社外取締役比率  
3分の1超（取締役総数
14名中5名）

●  社外取締役比率の上昇
（45.5%→50%）

●  取締役の任期短縮（2年→1年） ●  取締役数のスリム化（14名→11名）

●  社外取締役を1名増員（2名→3名） ●  社外取締役比率の上昇（25%→45.5%）

役員報酬
●  役員退職慰労金制度の廃止 ●  役員に対する株式報酬制度の導入

●  業績連動型報酬、ストックオプションの導入 

エンゲージ
メント

●  国内機関投資家向けSR訪問を開始 

●  海外機関投資家向けSR訪問を開始
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　当社は会社法上の機関設計として監査等委員会設

置会社制度を採用しており、コーポレート・ガバナンス

体制の概要は次のとおりです。

1 取締役（取締役会）

　当社の取締役会は、取締役12名（うち、監査等委員

である取締役が5名）で構成され、６名（うち、監査等

委員である取締役が3名）を社外から選任していま

す。社外取締役には、業務執行部門から中立の立場で

当社経営に有益な意見や率直な指摘をいただくこと

により、経営に対する監督機能の強化を図っており、

社外取締役による監督機能をより実効的なものとす

るため、当社が定める「社外取締役の独立性基準」※1

を満たす社外取締役の人数が取締役会全体の3分の

1以上となるよう努めています。取締役会は、さまざま

なバックグラウンドを持った人材で構成されており、

業務執行者に対する監督がバランスよく行われる体

制としています（次ページ「取締役会におけるスキル

バランス」参照）。

　また、当社は定款の定めおよび取締役会の決議に

従い、法令により取締役会の専決事項として定めら

れた事項、事業計画、取締役・チーフオフィサー・役付

執行役員の選解任および報酬、その他特に重要な個

別の事業計画・投資等を除き、取締役社長への重要

な業務執行の決定を委任しており、迅速な意思決定

と機動的な業務執行を可能とするとともに、取締役

会の主眼を業務執行者に対する監督に置くことを可

能としています。

※1 「 三菱重工コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」に掲載しています。

2 監査等委員会

　当社の監査等委員会は、当社経営意思決定の健全

性・適正性の確保と透明性の向上などを目的に、後掲

の「監査等委員会の活動の状況」に記載の諸活動を

行っています。監査等委員会は、取締役の職務の執行

の監査および監査報告の作成、株主総会に提出する

会計監査人の選任および解任並びに不再任に関する

議案の内容の決定、監査等委員でない取締役の選任

等および解任等に関する意見陳述権など、法令、定款

等で定められた権限を有しています。

3 チーフオフィサー・常設担当役員

　当社は、チーフオフィサー制を導入しています。具体

的には、社長（CEO※2）の下に、社長の責任と権限の一

部を委譲されたチーフオフィサーとして、ドメイン

CEO（各ドメイン長）のほか、CSO※3、CFO※4および

CTO※5を置いています。このうち、CEOは当社の全般の

業務を総理し、ドメインCEOはグループ全体戦略の下

で各ドメインの事業推進を統括・執行しています。ま

た、CSOは全社経営方針の企画に関する業務全

般、CFOは財務・会計に関する業務全般、CTOは技術

戦略、製品・新技術の研究・開発、ICT、バリューチェー

ン、マーケティングおよびイノベーションに関する業

務全般をそれぞれ統括・執行しています。さら

に、CSO、CFOおよびCTOは、それぞれの所掌機能につ

いて全社に対する指揮・命令権を持つとともに、ドメ

インに対する支援を行う体制としています。このほか、

当社はCEOの職務を補助する常設の担当役員と 

して、GC※6およびHR※7担当役員を置いています。 

コーポレート・ガバナンス体制等

コーポレート・ガバナンス
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GCは、CEOの命を受け、経営監査、総務、法務およびリ

スク管理に関する業務全般を、ＨＲ担当役員は、CEO

の命を受け、人事および労政に関する業務全般をそれ

ぞれ統括・執行しています。社長（CEO）と、これらチー

フオフィサー等を中心とする業務執行体制の中で、審

議機関として、社長である泉澤清次が司会を務める経

営会議（社長、チーフオフィサー、常設担当役員等から

構成）を置き、業務執行に関する重要事項を合議制に

より審議することで、より適切な経営判断および業務

の執行が可能となる体制を採っています。

※2 CEO：Chief Executive Officer
※3 CSO：Chief Strategy Officer
※4 CFO：Chief Financial Officer
※5 CTO：Chief Technology Officer
※6 GC：General Counsel
※7 HR：Human Resources

４ 役員指名・報酬諮問会議

　当社は2016年1月から役員指名・報酬諮問会議を

設置しています。同会議の概要および開催実績は下

表のとおりです。

位置付け 取締役会の諮問機関※8

目的

取締役候補者の指名、取締役の解任およ
びその他の幹部役員の選解任に関する事
項や、監査等委員でない取締役の報酬等
に関する事項について、取締役会におけ
る審議に先立ち、社外取締役の意見・助言
を得ることで透明性と公平性をより一層
向上させる

出席者 取締役会長、社長および社外取締役

開催実績 2019年度は6回開催

※8  2019年4月から、同会議を取締役会の諮問機関に見直し、構成員に取締
役会長を追加

Governance

Finance Diversity 
Human Resources

Market & Risk Management
Globalization
Digitalization

宮永取締役会長

泉澤 CEO

三島 GC小澤 CFO

アメージャン取締役
（監査等委員）

社外

森川取締役
社外

篠原取締役
社外

小林取締役
社外

平野取締役
（監査等委員）

社外

後藤取締役
（監査等委員）

大倉取締役
（監査等委員）

鵜浦取締役
（監査等委員）

社外

▶ 取締役会におけるスキルバランス
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コーポレート・ガバナンス

　2019年度の取締役会の主な審議内容は下表のと

おりです。

主な審議内容

株主総会 ・定時株主総会の招集事項決定

決算等
・決算

・株主還元の方針

役員・取締役会 
関連

・ 取締役会の実効性評価・役員報酬・役員
（チーフオフィサー等を含む）選任

経営計画 ・事業計画推進状況

内部統制 ・内部統制システムの運用状況

重要な業務執行
の決定および 
執行状況

・各ドメイン等の事業の状況

・ 各チーフオフィサー等の業務執行の 
状況

・民間航空機事業の今後の方向性

・CRJ事業の買収

・ 南アフリカプロジェクトに関する 
和解契約締結

その他
・政策保有株式の保有適否の検証

・社員意識調査の状況

　上記に加え、取締役会で自由闊達な議論・意見交換

が行われることを目的として、議題については社外取

締役への事前説明を行っています。また、後述の「取

締役会の実効性分析・評価の結果と今後の取り組み」

のとおり、2019年度は、当社グループの成長戦略に

ついて社外取締役に説明し、経営陣とディスカッショ

ンする場を設けるなど取締役会の実効性評価にて認

識した課題に取り組みました。

取締役会の主な審議内容

　当社は、取締役会全体が実効的にその役割を果

たしているかを検証することにより、取締役会の実効

性について一層の向上を図るとともに、ステークホル

ダーに対する説明責任を十分に果たすことを目的と

して、取締役会全体としての実効性に関する分析・

評価（以下、「取締役会評価」といいます）を年に1度

実施することとしています。2019年度の取締役会評

価のプロセスおよびその結果、前年度（2018年度）の

取締役会評価にて認識した課題への取り組み状況並

びに今回認識した主要な課題と今後の対応は下表の

とおりです。

2019年度の取締役会評価のプロセスおよび 

その結果

プロセス

2018年度に引き続き、主に「取締役会の構成」、
「取締役会の運営」、「取締役会の監督機能」、
「社外取締役のサポート体制」の4つの点を軸
に以下の評価プロセスにより取締役会評価を
実施

①  社外取締役を含む全取締役に対する 

アンケート調査の方法による自己評価

②  取締役会においてアンケート調査結果に 

基づき討議

③  上記の自己評価、議論等を踏まえて、取締
役会評価の結果を取締役会において決議

結 果
取締役会の実効性に関する重大な懸念等はな
く、取締役会全体としての実効性が確保されて
いるものと評価

取締役会の実効性分析・評価の結果と 

今後の取り組み
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　当社における監査等委員会は取締役５名で構成さ

れており、このうち過半数の3名が社外取締役です。

当社は監査等委員会の活動の実効性確保のために定

款において常勤の監査等委員を選定する旨を定めて

おり、当該規定に従って監査等委員の互選により常

勤の監査等委員を２名選定しています。また、常勤の

監査等委員のうち1名は、経理・財務部門における業

務経験があり、財務および会計に関する相当程度の

知見を有する者を選任しています。

　監査等委員会による監査は、同委員会が定める監

査等委員会監査基準、監査等活動計画等に従い実施

されています。

　なお、監査等委員会の職務をサポートするため、監

査等委員会室を設けて専属スタッフ（６名）を配置し、

監査等委員会の円滑な職務遂行を支援しています。

監査等委員会は、主な検討事項として取締役の職務

の執行、事業報告等の適正性、会計監査人の監査の

相当性、内部統制システムの実効性等を監視および

検証し、その結果を監査報告として株主に提供してい

ます。2019年度において監査等委員会は、「2018事

業計画」で掲げられた各種施策のうち監査等委員会

が注視することが必要と考える事項の推進状況や経

営への影響が大きい個別事象への対応状況等を「重

点ポイント」として掲げ、活動してきました。

　常勤の監査等委員は経営会議、事業計画会議、コン

プライアンス委員会等の重要会議に出席し、経営執

行状況の適時的確な把握と監視に努めるとともに、

遵法状況の点検・確認、財務報告に係る内部統制を

含めた内部統制システムの整備・運用の状況等の監

視・検証を通じて、取締役の職務執行が法令・定款に

適合し、会社業務が適正に遂行されているかなどを

監査しています。

監査等委員会の活動状況 前年度（2018年度）の取締役会評価にて 

認識した課題への取り組み状況

１．当社グループの成長戦略（機械システムの進化、
当社グループ事業のShift the Path等）について、
社外取締役に説明し、経営陣とディスカッション
する場を設けました。

２．引き続き各ドメインによる事業状況報告を実施し、
中長期シナリオや特定製品事業にフォーカスした
メリハリのある内容を工夫するとともに、社外取
締役と各ドメインとのミーティングにより内容を補
完し、社外取締役の情報収集機会の拡充を行い
ました。

３．社外取締役への事前説明を継続するとともに、審
議のポイントを明確にした資料作成・説明を行
い、取締役会の審議の充実を図りました。

今回認識した主要な課題と今後の対応

１．全社的な成長戦略の議論

変化の激しい経営環境の中で、当社グループが取
り組むべき中長期の成長戦略や事業戦略の全体
像について、脱炭素化・電化・知能化による新事
業の開発や、既存事業の成長戦略を中心に、定期
的に議論する機会を設けます。

２．当社を取り巻くステークホルダーを意識した議論

各種ステークホルダーの声を経営改善に繋げてい
くために、当社経営に対する資本市場の見方や当
社のESG・SDGsの取り組み内容と社外からの
評価等についてそれぞれ報告し、今後の対応の方
向性を議論する機会を設けます。

３．重要なリスクと管理プロセスに関する議論

リスク情報の開示が強化されること等も踏まえ、
全社的なリスク管理プロセスと抽出・特定された
重要リスクについて報告し、議論する機会を設け
ます。
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コーポレート・ガバナンス

　また、事業年度を通じた取締役の職務の執行の監

視・検証により、監査等委員会は当該事業年度に係る

計算関係書類が会社の財産および損益の状況を適正

に表示しているかどうかに関する会計監査人の監査

の方法および結果の相当性について監査意見を形成

しています。

　さらに、監査等委員会は、経営監査部および会計監

査人と定期的に情報・意見の交換を行うなどして緊

密な連携を図っています。 常勤の監査等委員は、毎月

開催する経営監査部との情報交換会等を通じて、経

営監査部による監査計画の策定・進捗状況を適時確

認し、監査結果について報告を受けています。監査等

委員会と会計監査人は、会計監査人による監査計画

や監査結果等についての意見を定期的に交換し、常

勤の監査等委員と会計監査人が毎月情報交換会を開

催するなどしています。

　これらのほか、監査等委員会は、監査等委員でない

取締役の選任等および報酬等についての意見

を、2020年6月26日開催の定時株主総会において表

明しています。また、監査等委員会は、有限責任あずさ

監査法人が「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」を整備しており、「独立性」、「監査

の相当性」および「監査能力及び専門性」等の観点か

ら同監査法人を評価したところ問題がないと総合的

に判断したので、会計監査人の再任を決議しました。

1 監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の報酬

　基本報酬に加え、業績の反映および株主との利益

共有という観点から、業績連動型報酬および株式報

酬により構成されます。

　2019年6月27日開催の第94回定時株主総会で決

議された株式報酬制度改定後、支給割合は、社長で

概ね基本報酬３割、業績連動型報酬４割および株式

報酬３割を目安（税引前利益2,000億円達成の場

合。2018年度中に付与した株式交付ポイントの公正

価値で算出）とし、上位役位ほど業績連動性の高い体

系とします。

　金融収支を含む事業活動の成果を業績連動型報酬

および株式報酬に反映させるため、業績連動型報酬

および株式報酬の決定において基礎となる指標は、

税引前利益とします（ただし、会計基準変更の影響 

等を評価して、報酬算定上、一部補正することがあり

ます）。

　2019年度の税引前利益の目標（期首見通し）は

2,100億円、実績は▲326億円です。

　ただし、2019年度は、業績連動型報酬の算定にあ

たって、各取締役の役位によっては、期間業績に応じ

た適正な報酬額とする観点から、当該実績について

対象期間外計上分の減損処理の影響を除外する等

の一部補正を行いました。

役員報酬の仕組み
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種類別の報酬の額等の決定方法（監査等委員会でない取締役（社外取締役を除く）の報酬）

基本報酬：役位別基準額＋職務加算額

　● 役位別基準額は、役位および職務内容等に応じて決定 

　● 職務加算額は、最高 50万円／月の範囲で決定 

業績連動型報酬：役位別支給係数 ×当年度税引前利益／ 10,000× 業績係数

　●  業績連動型報酬は、当年度の税引前利益（一部補正をする場合には補正後のもの）が黒字であり、かつ剰余金の配当

を行う場合に支給

　● 役位別支給係数は、役位および職務内容等に応じて決定 

　● 業績係数は、担当事業の業績・成果等を評価し、1.3から 0.7の範囲で決定

株式報酬： 役位別基準ポイント×業績係数 

　● 原則として株式交付ポイント付与から 3年経過後、当社株式および金銭を交付または支給 

　● 役位別基準ポイントは、役位および職務内容等に応じて決定 

　● 業績係数は、前年度の税引前利益を基礎に決定 

　●  当社取締役として著しく不都合な行為があった場合などには、株式交付ポイント付与および株式交付等の見合わせ、

または交付済相当額の支払請求を行うことがある
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▶ 役員報酬の推移（監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）の報酬の総額）
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2 社外取締役

　社外取締役には、社外の立場から中長期のあり方

を主体とする客観的なご意見やご指摘をいただくこ

とを期待しているため、相応な固定報酬のみを支給

しています。

※表の人員には、2019年度中に退任した監査等委員でない取締役1名および監査等委員である取締役2名を含みます。 
※監査等委員でない取締役に対する1事業年度当たりの金銭報酬支給限度額は1,200百万円です。（2015年6月26日第90回定時株主総会決議） 
※ 株式報酬の総額は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（監査等委員でない取締役（社外取締役を除く）に対し、各取締役の役位および当社の
業績等に応じて付与された株式交付ポイントに基づき、当社株式および当社株式の換価処分金相当額の金銭を交付または支給する株式報酬制度）に関し
て、当事業年度中に総数519,000ポイント （対応する当社株式数にして51,900株相当）を付与した株式交付ポイントに係る費用計上額です。 なお、監査
等委員でない取締役（社外取締役を除く）に対して一事業年度当たりに付与する株式交付ポイントの総数の上限は1,000,000ポイントです（2019年6月27
日第94回定時株主総会決議）。
※監査等委員である取締役に対する1事業年度当たりの金銭報酬支給限度額は300百万円です。（2015年6月26日第90回定時株主総会決議）

▶ 取締役の報酬等の額（2019年度）

金銭報酬
株式報酬 報酬等の総額

（百万円）基本報酬 業績連動型報酬

　区　分 人員（名） 総額 
（百万円）

人員（名） 総額 
（百万円）

人員（名） 総額 
（百万円）

監査等委員でない取締役 7 268 1 13 4 225 507

（うち社外取締役） (2) （30） （―） （―） （―） （―） （30）

監査等委員である取締役 7 197 ― ― ― ― 197

（うち社外取締役） (5) （55） （―） （―） （―） （―） （55）

合　計 14 466 1 13 4 225 705

（うち社外取締役） (7) （85） （―） （―） （―） （―） （85）

3 監査等委員である取締役

　監査等委員である取締役の報酬等の額またはそ

の算定方法の決定に関する方針は、監査等委員であ

る取締役の協議により定めています。

　監査等委員である取締役の報酬は基本報酬のみ

とし、その役割・職務の内容等を勘案し、常勤およ

び非常勤を区分の上、相応な固定報酬とします。

　ただし、常勤の監査等委員については、会社の経

営状況その他を勘案して、これを減額することがあり

ます。
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▶ 政策保有株式の残高/銘柄数の推移

保有方針

　当社は、当社の長期安定的な企業価値向上を実現

するために必要と判断する場合に限り、他社の株式

を保有しています。また、資本の効率性や保有リスク

の抑制等の観点から、保有する株式の縮減を進めて

います。

保有の合理性を検証する方法

　当社は、毎年、取締役会において、保有する全ての

株式について事業戦略との整合性、収益性、取引関係

強化等の観点から検証しています。収益性について

は、個別銘柄毎に当社の資本コスト（加重平均資本コ

スト）に比べ配当金・関連取引利益等の関連収益が上

回っているか否かを確認しています。

政策保有株式の状況 取締役会での今年の検証内容と当社行動

　2019年8月開催の取締役会において検証を行った

結果、一部の銘柄で当初の保有意義が薄れているこ

とを確認しました。また、収益性の面では、保有株式

全体では関連収益が資本コストを上回っているもの

の、約1割の銘柄で関連収益が資本コストを下回って

いることを確認しました。この検証や保有先企業との

対話の結果等を踏まえ、2019年度は14銘柄（全数

＝12銘柄，一部＝2銘柄）を処分しました。

（億円）
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　 205銘柄　　-   　　12銘柄　  ＋　　 1銘柄　  　＝　　194銘柄
 
※持分法適用会社から投資株式への区分変更
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